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岡藤ホールディングス株式会社 
 

 

 

連結注記表及び個別注記表につきましては、法令および当社定款第 15 条の規定に 

基 づ き 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト  ( ア ド レ ス

http://www.okato-holdings.co.jp/ir/shareholder.html）に掲載することにより 

株主の皆様に提供しております。 
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連 結 注 記 表 
 

当社の連結計算書類は、「会社計算規則」（平成 18 年法務省令第 13 号）に基づくとともに、当企業集団の主た

る事業である商品先物取引事業を営む会社に適用される「商品先物取引業統一経理基準」（平成５年３月３日付、

旧（社）日本商品取引員協会理事会決議）に準拠して作成しております。また、有価証券関連業固有の事項のう

ち主なものについては、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成 19 年内閣府令第 52 号）および「有価証

券関連業経理の統一に関する規則」（昭和 49 年 11 月 14 日付日本証券業協会自主規制規則）に準拠して作成し

ております。 

  なお、連結計算書類の記載金額については、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等） 

 １．連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数（３社） 

連結子会社名     岡藤商事株式会社 

                日本フィナンシャルセキュリティーズ株式会社 

                三京証券株式会社 

  (2) 非連結子会社の名称等 

    該当事項はありません。 

２．持分法の適用に関する事項 

該当事項はありません。 

 ３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。 

 ４．会計方針に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準および評価方法 

① 有価証券  

売買目的有価証券…… 時価法を採用しております。 

その他有価証券  

時価のあるもの…… 決算期末日の市場価格等に基づく時価法により評価しております。(評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しており

ます。) 

時価のないもの…… 移動平均法による原価法により評価しております。 

② 保管有価証券………… 商品先物取引法施行規則第39条の規定に基づく充用価格によっております。 

③ たな卸資産  

商品………………… 先入先出法による原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法)により評価しております。 

④ デリバティブ………… 時価法により評価しております。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産………… 

  (リース資産を除く) 

定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

(建物附属設備は除く)並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備お

よび構築物については、定額法を採用しております。 

② 無形固定資産………… 定額法を採用しております。なお、ソフトウエア(自社利用)については社内に

おける見込利用期間(５年)に基づいております。 

③ リース資産…………… リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用しております。
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(3) 重要な引当金および特別法上の準備金の計上基準 

① 貸倒引当金…………… 委託者の債権や貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金…………… 従業員に支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額を計上しております。

③ 訴訟損失引当金……… 現在係争中の損害賠償訴訟について、将来発生する可能性のある損失に備える

ため、その経過等の状況に基づく損失見込額を計上しております。 

④ 商品取引責任準備金… 商品先物取引事故による損失に備えるため、商品先物取引法第221条の規定に

基づき同法施行規則第111条に定める額を計上しております。 

⑤ 金融商品取引責任準備金… 証券事故による損失に備えるため、金融商品取引法第46条の５の規定に定める

ところにより算出した額を計上しております。 

  

(4) その他連結計算書類作成のための重要事項 

 ① 退職給付に係る会計処理の方法 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上して

おります。 

退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、給付算定式基準によっております。 

数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(５年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の連結会計年度から費用処理し

ております。 

② 重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。 

③ 消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は

当連結会計年度の費用として処理しております。 

④ 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 
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（会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、「平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務

対応報告第 32 号 平成 28 年６月 17 日）を当連結会計年度に適用し、平成 28 年４月１日以後に取得した建

物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。これによる損益に与える

影響額は軽微であります。 

 

（表示方法の変更） 

 連結損益計算書 

前連結会計年度において、「営業外収益」に計上しておりました「受取リース料」のうち、本業とみなさ

れる収益について、営業収益の「その他」として計上することといたしました。これは、経営実態に合わせ、

経営成績をより適切に表示するために行ったものであります。 
また、前連結会計年度まで独立掲記しておりました「営業外収益」の「受取保険金」は、金額的重要性が

乏しくなったため、当連結会計年度においては「その他」に含めて表示しております。 
 

（追加情報） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を当

連結会計年度から適用しております。 

 

（連結貸借対照表に関する注記） 

 １．担保に供している資産および担保に係る債務 

  (1) 担保に供している資産 

預金 500,000 千円  

保管借入商品 781,725 千円  

投資有価証券 307,504 千円  

合  計 1,589,229 千円  

(注) 以上のほか、当連結会計年度において、銀行取引保証に対する担保として定期預金 70,000 千円

を差入れております。 

また、上記のほか、当連結会計年度において、連結消去されている連結子会社株式 1,106,323 千

円を担保に供しております。 

  (2) 担保に係る債務 

短期借入金 627,998 千円   

一年内返済予定の長期借入金 160,000 千円  

長期借入金 394,500 千円  

合  計 1,182,498 千円  
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 ２．担保等として差入れた有価証券の時価額（上記１．(1)を除く） 

 信用取引借入金本担保証券 663,326 千円  

 ３．担保等として差入れを受けた有価証券の時価額 

(1) 信用取引貸付金本担保証券 5,441,665 千円  

(2) 受入保証金代用有価証券 

（再担保に供する旨の同意を得たものに限る） 

7,097,989 千円  

４．有形固定資産の減価償却累計額 343,414 千円  

５．特別法上の準備金 

    特別法上の準備金の計上を規定した法令の条項は、次のとおりであります。 

     商品取引責任準備金 商品先物取引法第221条 

     金融商品取引責任準備金 金融商品取引法第46条の５ 

 

（連結株主資本等変動計算書に関する注記） 

 １．発行済株式数の種類及び総数に関する事項 

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首 増   加 減   少 当 連 結 会 計 年 度 末

普通株式 9,965,047株 － － 9,965,047株

 ２．自己株式に関する事項 

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首 増   加 減   少 当 連 結 会 計 年 度 末

普通株式 1,390,083株 50株 11,000株 1,379,133株

（変動事由の概要） 

普通株式の自己株式数の増加50株は、単元未満株式の買取りによる増加50株であり、また、減少11,000

株は、ストック・オプションの権利行使により、その対価として交付した11,000株であります。 

 ３．剰余金の配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決   議 
株 式

の 種 類

配 当 金

の 総 額

１ 株

当 た り

配 当 額

基  準  日 効 力 発 生 日

平成28年５月23日 
取締役会 

普通株式 34,299千円 4円 平成28年３月31日 平成28年６月９日

  (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決   議 
株 式 

の 種 類 

配 当 金

の 総 額

配当の

原 資

１ 株

当 た り

配 当 額

基 準 日 効 力 発 生 日

平成29年５月22日 
取締役会 

普通株式 25,757千円
利 益

剰余金
3円 平成29年３月31日 平成29年６月９日

４．当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式

の種類および数 

   普通株式           262,800株 
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（金融商品に関する注記） 

 １．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループでは、商品先物取引を中心として金融・投資サービス業を営んでおります。商品先物取引

を行うため、商品先物取引法に定める商品取引所の会員資格および取引参加資格を取得し、商品取引所に

上場されている商品を対象に自己の計算において行う商品先物取引（自己ディーリング業務）を行ってお

ります。また、保有現物商品（貴金属商品等）の価格変動のリスクをヘッジする目的および現物商品を取

得するために利用しております。 

資金調達については、銀行借入等により調達しております。 

また、一部の連結子会社は、有価証券およびデリバティブ取引のトレーディングを行っております。 

(2) 金融商品の内容およびリスク 

営業債権である委託者未収金は、信用リスクに晒されております。 

有価証券および投資有価証券は、主に株式、投資信託および商品ファンドであり、満期保有目的、純投

資目的および事業推進目的で保有しております。これらはそれぞれ発行体の信用リスクおよび市場価格の

変動リスクに晒されております。 

借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金およびファイナンス・リ

ース取引に係るリース債務は、主として設備投資に係る資金調達であります。 

一部の連結子会社では、株式関連のデリバティブ取引等をトレーディングポジションとして保有してお

ります。当該金融商品は、価格変動リスクに晒されております。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスクの管理 

営業債権については、当社グループの各営業部門および営業管理部等が、取引先の状況を管理すると

ともに、債権の回収に努めております。デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティー

リスクを軽減するために、取引所取引および格付けの高い金融機関との取引を行っております。 

② 市場リスクの管理 

有価証券および投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、また取引先

企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。 

デリバティブ取引のうち、当社の中核事業である商品先物取引につきましては「ディーリング業務規

程」によりその実施基準を定め、売買規模が過大にならないように統制しております。取引の執行者は、

事前に定めた者に限定されています。執行者および担当部署全体の運用状況の管理も行い、取締役会等

にその内容が報告されております。その他の事業についても、運用方針に従い有価証券並びにデリバテ

ィブ取引等を行い、当社に取引の状況を定期的に報告しております。 

   ③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理 
当社グループでは、担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、緊急時に備えた一定水

準の借入枠を確保すること等によって手許流動性を維持することなどにより、流動性リスクを管理して

おります。 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。また、「２.金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契

約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

 平成 29 年３月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりで

あります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。 

 
連 結 貸 借 対 照 表

計 上 額
時   価 差   額 

(１) 現金及び預金 3,393,349千円 3,393,349千円 －

(２) 委託者未収金 62,729千円 62,729千円 －

(３) 保管借入商品 781,725千円 781,725千円 －

(４) 保管有価証券 4,121,693千円 5,779,622千円 1,657,929千円

(５) 差入保証金 8,552,095千円 8,552,095千円 －

(６) 信用取引貸付金 1,251,873千円 1,251,873千円 －

(７) 顧客分別金信託 250,000千円 250,000千円 －

(８) 預託金 85,354千円 85,354千円 －

(９) 委託者先物取引差金 1,345,512千円 1,345,512千円 －

(10) 貸付商品 17,967,630千円 17,967,630千円 －

(11) 投資有価証券 937,384千円 937,384千円 －

(12) 破産更生債権等 1,500,614千円  

貸倒引当金（*） △1,486,056千円  

 14,558千円 11,336千円 △3,222千円

資産計 38,763,909千円 40,418,616千円 1,654,706千円

(13) 短期借入金 627,998千円 627,998千円 －

(14) 一年内返済予定の長期借入金 160,000千円 160,000千円 －

(15) 借入商品 10,923,171千円 10,923,171千円 －

(16) 預り商品 7,878,002千円 7,878,002千円 －

(17) 預り証拠金 10,392,282千円 10,392,282千円 －

(18) 預り証拠金代用有価証券 4,121,693千円 5,779,622千円 1,657,929千円

(19) 信用取引借入金 1,236,482千円 1,236,482千円 －

(20) 未払金 59,911千円 59,911千円 －

(21) 長期借入金 394,500千円 378,330千円 △16,169千円

負債計 35,794,042千円 37,435,802千円 1,641,759千円

(22) デリバティブ取引 － － －

   （*）破産更生債権等に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。 
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 (注)１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券およびデリバティブに関する事項 

   (１)現金及び預金、(２)委託者未収金、(３)保管借入商品、(５)差入保証金、(６)信用取引貸付金、(７)

顧客分別金信託、(８)預託金、(９)委託者先物取引差金および(10)貸付商品 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。 

   (４)保管有価証券および(11)投資有価証券 

      これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。 

   (12)破産更生債権等 

      これらの時価について、担保または保証による回収見込額等により、時価を算定しております。 

   (13)短期借入金、(14)一年内返済予定の長期借入金、(15)借入商品、(16)預り商品、(17)預り証拠金、

(19)信用取引借入金および(20)未払金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。 

   (18)預り証拠金代用有価証券 

      これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。 

   (21)長期借入金 

      これらの時価について、元利金を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在

価値により算定しております。 

   (22)デリバティブ取引 

      これらの時価は、取引所の最終価格によっております。 

      （商品先物取引） 

 契 約 額 等 時   価 評 価 損 益 

売 建 1,412,126千円 1,375,454千円 36,672千円 

買 建 1,350,450千円 1,316,053千円 △34,396千円 

差 引 － － 2,275千円 

 

 (注)２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

区    分 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額

非上場株式 44,306千円

長期差入保証金 667,436千円

      これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるた

め、非上場株式については「（11）投資有価証券」には含めておらず、長期差入保証金につきまして

は、上記の表から除外しております。 
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（賃貸等不動産に関する注記） 

 １．賃貸等不動産の状況に関する事項 

一部の連結子会社では、奈良県その他の地域において、賃貸用住宅（土地を含む。）を有しております。 

平成29年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は1,142千円（営業外収益に計上）であり

ます。 

２．賃貸等不動産の時価に関する事項 

連結貸借対照表計上額 連結決算日における時価 

40,962千円 54,489千円

   (注)１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額および減損損失累計額を控除した金額で

あります。 

２．連結決算日における時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額

(指標等を用いて調整を行ったものを含む。)であります。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１．１株当たり純資産額 360円19銭

２．１株当たり当期純損失金額 99円97銭

 

（重要な後発事象に関する注記） 

該当事項はありません。 
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個 別 注 記 表 
   

当社の計算書類は、「会社計算規則」（平成18年法務省令第13号）に基づいて作成しております。 

なお、計算書類の記載金額については、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 

 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 
 

（重要な会計方針に関する注記） 

１．有価証券の評価基準および評価方法 

(1) 子会社株式……………… 移動平均法による原価法により評価しております。 

(2) その他有価証券………… 決算期末日の市場価格等に基づく時価法により評価しております。(評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しておりま

す。) 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産…………… 定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建

物附属設備は除く)並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備および

構築物については、定額法を採用しております。 

(2) 無形固定資産…………… 定額法を採用しております。 

３．引当金の計上基準 

賞与引当金……………… 従業員に支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額を計上しております。

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

  (1) 消費税等の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

  (2) 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 

 

（会計方針の変更） 

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務

対応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設

備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。これによる損益に与える影響額

はございません。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

１．担保に供している資産および担保に係る債務 

 (1) 担保に供している資産 

関係会社株式 1,106,323千円

  投資有価証券 307,504千円

合  計 1,413,827千円  

 (2) 担保に係る債務 

 短期借入金 74,998千円  

 一年内返済予定の長期借入金 160,000千円  

 長期借入金 60,000千円  

合  計 294,998千円  
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２．保証債務 

   関係会社の不動産賃貸借契約に対する連帯保証 

    日本フィナンシャルセキュリティーズ株式会社  建物賃貸借契約に係る連帯保証 

３．関係会社に対する金銭債権債務 

短期金銭債権 1,010千円  

短期金銭債務 680,731千円  

長期金銭債務 370,795千円  

４．有形固定資産の減価償却累計額             130千円 

 

（損益計算書に関する注記） 

関係会社との取引高 

営業収益 453,650千円  

営業費用 72,050千円  

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

 自己株式に関する事項 

株 式 の 種 類 当 事 業 年 度 期 首 増   加 減   少 当 事 業 年 度 末

普通株式 1,390,083株 50株 11,000株 1,379,133株

(注) 普通株式の自己株式数の増加50株は、単元未満株式の買取りによる増加50株であり、また、減少

11,000株は、ストック・オプションの権利行使により、その対価として交付した11,000株であります。 

 

（税効果会計に関する注記） 

繰延税金資産の発生の主な原因別内訳 

繰延税金資産  

 未払事業税 446千円

 未払金 249千円

 関係会社株式評価損 2,774,996千円

 賞与引当金 429千円

 繰越欠損金 824,296千円

 新株予約権 14,937千円

繰延税金資産小計 3,615,355千円

 評価性引当額 △3,615,355千円

繰延税金資産合計 ―

 

繰延税金負債 

 その他有価証券評価差額金 18,684千円

繰延税金負債合計 18,684千円

 

繰延税金負債の純額 18,684千円
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（関連当事者との取引に関する注記） 
子会社 

種 類 会 社 等 の 名 称 

議 決 権 等 の

所有(被所有)

割 合 ( ％ )

関 連 当 事 者

と の 関 係
取 引 の 内 容

取引金額 

( 千 円 ) 
科 目

期末残高

( 千 円 )
役員の

兼任等

事業上の

関 係

子会社 岡 藤 商 事 株 式 会 社 
直接 

100％ 

兼任 

６名 

経営指導に

関する契約

等を締結 

子会社に対する債務 ― 未払金 680,731

子会社に対する債務 ― 長期未払金 370,795

経営指導料収入 118,284 ― ―

業務委託手数料 72,000 ― ―

金融機関からの借入金に

対する保証（注３）
120,000 ― ―

子会社 

日 本 フ ィ ナ ン シ ャ ル 

セ キ ュ リ テ ィ ー ズ 

株 式 会 社 

直接 

100％ 

兼任 

３名 

経営指導に

関する契約

等を締結 

経営指導料収入 223,716 ― ―

(注)１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

  ２．取引条件および取引条件の決定方針 

上記各社との取引金額については、業務内容を勘案し、協議の上決定しております。 

３．金融機関からの借入金に対して、債務保証を受けております。なお、これに伴う保証料は支払っており 

ません。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１．１株当たり純資産額 623円99銭

２．１株当たり当期純利益金額    13円25銭

 

（重要な後発事象に関する注記） 

該当事項はありません。 


